
第３ 号様式（ 第４ 条第１ 項）  

 

令和５ 年２ 月２ ８ 日 

 

 君津市議会議長 三 浦   章 様 

 

脱炭素社会調査特別委員長 高 橋  明 

 

 

行 政 視 察 結 果 報 告 書 

 

 君津市議会行政視察取扱要綱第４ 条第１ 項の規定により 、 次のと おり 報告書を提

出し ます。  

 

記 

 

 １  期  日  令和５ 年２ 月６ 日（ 月） から  

         令和５ 年２ 月８ 日（ 水） まで 

 

 ２  視 察 先 

 ( 1)  愛媛県内子町 

  ( 2)  愛媛県新居浜市 

 ( 3)  高知県梼原町 

 

 ３  調査事項 

 ( 1)  間伐材等を利用し た、 木質系バイ オマス発電所事業（ 施設見学）  

 ( 2)  地球温暖化対策実行計画（ 区域施策編） 策定 先例地 

 ( 3)  脱炭素先行地域選定 先例地 

 

４  参加議員  高橋 明、松本 裕次郎、齋藤 利生、宇野 晋平、高橋 健治、  

       野上 慎治、 下田 剣吾、 須永 和良、 三浦 道雄 

 

 ５  経  費  別紙のと おり  



脱炭素社会調査特別委員会 行政視察経費 

 

①  宿泊日当 ( 11, 400 円＋12, 500 円＋3, 000 円×3 日) ×9 人 296, 100 円 

②  バス借り 上げ（ 3 日間）          235, 460 円 

③  有料道路代                           15, 010 円 

④  航空運賃代( 31, 440 円×9 人)                   282, 960 円 

⑤  駐車場代              3, 000 円 

⑥  視察先手土産代( 4, 227 円×2 箇所)                 8, 454 円 

⑦  視察資料代( 1, 000 円×9 人)           9, 000 円 

⑧   車賃                             4, 620 円 

 

合     計     854, 604 円  

 

 



愛媛県内子町 内子バイ オマス発電所 

 

日 時：  令和５ 年２ 月６ 日（ 月）  

     午後１ 時３ ０ 分～午後４ 時０ ０ 分 

場 所：  内子バイ オマス発電所（ 施設見学）  

出席者：  有限会社 内藤鋼業 代表取締役 内藤 昌典 様 

   内子町森林組合 参事 大鍋 直幸 様 

 

１  内子町の概要 

 

 愛媛県内子町は、愛媛県のほぼ中央部に位置し 、県都松山市から 南へ約４ ０

㎞の地点にあり 、「 町並み、 村並み、 山並みが美し い持続的に発展するまち」

を町の将来像に掲げてまちづく り を 推進し ている。  

 市街地には、江戸から 明治期にかけて繁栄し た歴史的な町並みや、歌舞伎や

文楽にも 使用する木造芝居小屋「 内子座」 が保存さ れている。 また、 棚田百選

の棚田や、 木造屋根付橋や水車小屋など美し い農村風景も 残っ ている。  

 さ ら に、 標高１ ， ３ ０ ０ ｍ級の四国山系には、 広大なブナ林を有する小田深

山国有林があるなど自然環境にも 恵まれており 、 町域面積２ ９ ９ ． ４ ３ km2 の

う ち８ 割近く を山林が占める典型的な中山間地の町である。  

 気候は、若干寒暖の差がある内陸性気候で、平均し て約１ ５ 度と 温暖であり 、

年間降水量は約１ ， ５ ０ ０ ～１ ， ６ ０ ０ mmと 、 耕作に適し た地域でも ある。  

 平成１ ７ 年に、 旧内子町、 旧五十崎町、 旧小田町の三町が合併し 、 現在の内

子町と なっ た。  

 

・ 人 口：  15, 386 人（ 81, 059 人）  

・ 面 積：  299. 43km2（ 318. 78km2）  

・ 一般会計：  93 億 1, 300 万円（ 360 億 6, 000 万円）  

・ 議員定数：  15 人( 22 人)  

 （   ） 内は君津市 

 

２  調査事項について 

  「 内子バイ オマス発電所 施設見学」  

 

（ １ ） 背景と 目的 

 内子町は「 内子町まち ・ ひと ・ し ごと 創生総合戦略」（ 平成２ ７ 年度～令

和元年度） において、 町の約８ 割を占める森林資源を活用すべく 林業の六次

産業化に積極的に取り 組むと し ており 、取組の一環と し てバイ オマス発電所

を産業の軸と し た地域の関連企業への事業創出や、豊富な森林資源の利活用、

採算性の低い山林保全事業の改善、地産地消エネルギー利用の促進などの課

題を解決する一手と し て地域密着型バイ オマス発電事業を 展開し ている。  
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（ ２ ） 事業概要 

 内子バイ オマス発電所は、平成１ ９ 年に内子町が策定し たバイ オマスタ ウ

ン構想に伴い地元企業協力の下で事業を推進し 、地域主導型の事業運用を行

っ ている。  

 内子町は事業用地の貸与を 行い、燃料と なる原木は内子町森林組合をはじ

めと する地元林業事業者によっ て全量を供給さ れる。  

 こ の木材から 木質ペレッ ト を製造、こ れを発電の原材料と し ている地産地

消型の小型発電所と なっ ている。なお発電さ れた電力は四国電力送配電（ 株）

に売電さ れている。  

 

（ ３ ） 視察での質問事項 

【 質問】  発電所の機械等の更新等に対する対応について 

【 回答】  発電所の更新は通常経費のメ ンテナンス費用の中から 留保し て

おり 、それで対応する。エンジン部については７ ，８ 年で更新が

必要と なる。  

 

【 質問】  本事業に従事する若年層の給与についてはどう か 

【 回答】  近隣の高等学校卒業者の平均的給与と 比較すると 若干低いも の

と 思われる。  

 

３  所感 

 

 内子町におけるバイ オマスの利活用は、再生可能エネルギーの導入に向けた

各種調査事業を経て、内子町バイ オマスタ ウン構想を策定し 、林業の六次産業

化を含めた事業の中で推進さ れている。  

 こ の事業により 、間伐材等の安定し た需要と 価格の上昇により 、森林所有者

の整備意欲の向上が図ら れると 同時に、 森林整備に係る事業量の増加に伴い、

林業事業者の経営状況改善が期待さ れている。さ ら に、全体の出材量が増加す

るこ と により 、 林業関連産業全般への好影響も 期待さ れる。  

 また、森林環境の向上はも と より 、地域内での持続可能なエネルギーの循環

により 、地域経済全体での活性化にも 効果が期待でき る。一方で他の発電方法

と 比較し ても 、バイ オマス発電の発生効率は約２ ０ ％と やや低めであり 、水力

発電の発生効率は約８ ０ ％、風力発電や太陽光発電は約２ ０ ～４ ０ ％と 比較す

ると 、他の再生可能エネルギーの方がまだ効率よく 電力を供給できると いえる。 

 また「 と にかく たく さ んのコ スト がかかっ てし まう 」 と いう デメ リ ッ ト につ

いては、まだ根本的な解決はさ れていない。バイ オマス発電事業をサポート す

る国の取り 組みも 、無期限で継続さ れると は言い切れないこ と も 考慮する必要

がある。  

 当然のこ と ながら 、今回の視察事業をそのまま本市の脱炭素に向けた取り 組
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みと する事は難し いが、 本市における森林面積は市域の６ ４ . ７ ％を占めてお

り 今後、間伐等の施業を適切に実施し つつ、森林資源の活用を 積極的に進めて

いく こ と が森林・ 林業の緊急かつ重要な課題と なっ ているこ と から 、行政だけ

で問題を解決するのではなく 、官民連携事業等を模索し ながら 、脱炭素社会構

築に向け様々な手段を 講じ ていく 必要性を感じ た。  

 

○内子バイ オマス発電所での視察の様子 
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愛媛県新居浜市 

 

日 時：  令和５ 年２ 月７ 日（ 火）  

     午前１ ０ 時０ ０ 分～正午 

場 所：  新居浜市役所 

出席者：  新居浜市議会 議長 藤田 豊治 様 

   新居浜市 カ ーボンニュ ート ラ ル推進室 室長 小島 篤 様 

      カ ーボンニュ ート ラ ル推進室 副室長 越智 憲一 様 

 

１  新居浜市の概要 

 

新居浜市は、 四国の瀬戸内海側のほぼ中央に位置する 人口約１ ２ 万人の都

市である。元禄４ 年（ １ ６ ９ １ 年） の別子銅山開坑によっ て繁栄し 、 沿岸地帯

は工場群が帯状に形成さ れ四国屈指の臨海工業都市と なっ た。  

平成１ ５ 年に別子銅山と いう 文化歴史的背景を 共有し た別子山村と 合併し

現在の市域が形成さ れた。  

可住地面積が６ ３ ． １ １ km2 と 狭く 、 可住地人口密度は県内第２ 位である。 

 

・ 人 口： 116, 349 人（ 81, 059 人）  

・ 面 積： 234. 47km2（ 318. 78km2）  

・ 一般会計： 509 億 3, 972 万 9 千円（ 360 億 6, 000 万円）  

・ 議員定数： 26 人（ 22 人）  

 （   ） 内は君津市 

 

２  調査事項について 

 「 地球温暖化対策地域計画（ 区域施策編） の策定について」  

 

（ １ ） 区域施策編と は 

地方公共団体実行計画（ 区域施策編） は、 地球温暖化対策計画に即し て、

その区域の自然的社会的条件に応じ て、温室効果ガスの排出量削減等を推進

するための総合的な計画である。 計画期間に達成すべき 目標を 設定し 、 その

目標を達成するために実施する措置の内容を定めると と も に、温室効果ガス

の排出量削減等を行う ための施策に関する事項と し て、再生可能エネルギー

の導入、 省エネルギーの促進、 公共交通機関の利用者の利便の増進、 緑化推

進、廃棄物等の発生抑制等循環型社会の形成等について定めるも のと さ れて

いる。  

 令和４ 年４ 月より 施行さ れた地球温暖化対策の推進に関する 法律の一部

を改正する法律において、 地方公共団体実行計画（ 区域施策編） に、 施策の

実施に関する目標を 追加すると と も に、 市町村は、 地域の再エネを 活用し た

脱炭素化を促進する事業（ 地域脱炭素化促進事業） に係る促進区域や環境配
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慮、 地域貢献に関する方針等を定めるよう 努めるこ と と さ れた。  

 

（ ２ ） 新居浜市の取組 

 

① 計画策定までの流れ 

令和２ 年７ 月 ・ 市民から の公募等に基づき 委嘱し た市政モニタ ー１ ９

８ 名のう ち１ ８ ８ 名から 地球温暖化に対する意識調査ア

ンケート の回答を得る 

・ 副市長を委員長と し 、部局長等で構成する環境推進委員

会を 設置し た 

令和２ 年９ 月 ・ ２ ９ １ の団体・ 個人が加入する新居浜市地球温暖化対策

地域協議体において、 計画に対する意見を 聴取し た。  

令和３ 年１ 月 ・ 第２ 回、 第３ 回環境推進委員会を 経て、 議会への説明を

行っ た。  

・ 環境保全に関し 学識を 有する 者を 含め２ ０ 名で構成さ

れる外部審議会である環境審議会を設置し た。  

令和３ 年２ 月 ・ パブリ ッ ク コ メ ント を実施し 、 ６ 件の意見を回収し た 

令和３ 年３ 月 ・ 環境審議会から の市長への答申が行われた 

 

② 計画の概観 

 市民・ 事業者・ 行政が一体と なっ て、 市内全域から 排出さ れる温室効果ガ

スを 削減するこ と を 目的と し 、 地球温暖化対策の推進に関する法律に基づき

第六次新居浜市長期総合計画や第２ 次新居浜市環境基本計画及び環境保全行

動計画を策定し た。  

 環境基本計画及び環境保全行動計画の一次計画から 二次計画における主だ

っ た変更は、 気候変動適応点と Ｓ Ｄ Ｇ ｓ の観点を追加し たこ と である。  

民生業務部門、 民生家庭部門、 運輸部門、 廃棄物部門の４ 部門を 対象と し

て、２ ０ ３ ０ 年度（ 令和１ ２ 年）までに２ ０ １ ３ 年度（ 平成２ ５ 年度）比３ ５ ．

８ ％の二酸化炭素排出量削減に取り 組むこ と と し ている。  

本計画では、 家庭や事業者ができ る取組と 効果について分かり やすく 掲載

さ れており 、施策の体系や推進体制、進行管理については、以下のと おり であ

る。  
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５-２ 施策の体系 

前述の「取組の基本方針」を踏まえ、本計画で定める施策を以下のとおり体系的に整理しました。 

 

 

 

取組の柱 
【心】行動意識：一人ひとりの行動様式や価値観の脱炭素化 
【技】技術：温暖化防止に効果のある技術の開発、普及 
【体】社会基盤・仕組み：社会基盤、社会の仕組みの脱炭素化 

 

基本方針 主要施策 
関連する 

SDGs の目標 

1  環境負荷の少ないライフスタイ
ルへの転換 

1  市民の省エネルギー行動の推進  

2  CO２の見える化の推進 

3  地産地消、旬産旬消の推進 

2  環境と事業の両立 

1  環境に配慮した事業活動の促進 
 

2  環境と調和した産業の創出・育成 

3  環境活動優良事業者の支援 

4  市役所の率先行動 

3  自分で考え行動できる人の育成 

1  環境教育・環境学習の推進 
 

2  環境配慮行動の支援 

3  環境教育・環境学習を支える人材の育成 

4  連携・協働の仕組みづくり 

4  効率的なエネルギー利用の促進 

1  省エネルギー・高効率設備等の普及促進 

 2  住宅・建築物の省エネルギー化の促進 

3  新たなエネルギーの利活用に向けた検討 

5  再生エネルギーの利活用促進 

1  再生可能エネルギーの普及促進 

 2  太陽エネルギーの利用拡大 

3  バイオマスエネルギーの利用拡大 

新居浜市地球温暖化対策地域計画における施策の体系 

『新居浜市地球温暖化対策地域計画 第２次区域施策編』
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6  人や環境に優しい交通の実現 

1  公共交通の利用促進  

2  自転車の利用促進 

3  低燃費・低公害車の普及促進 

4  エコドライブ実践の普及促進 

7  みどり豊かな環境の整備 

1  緑化の推進  

2  森林・農地の保全 

3  森林資源の利活用促進 

8  循環型社会の構築 

1  ごみの発生抑制・排出抑制の推進  

2  ごみの再資源化・再利用の推進 

3  適正な廃棄物処理の推進 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●持続可能な開発目標（SDGs）と環境との関わり 

 SDGs に掲げられた 17 のゴールは環境に幅広く関連しており、持続可能な社会形成にあたっ

ては、環境がすべての根底にあり、その基盤上に社会経済活動が成り立っているといえます。特

に、気候の変動については、地球温暖化と密接に関係しており、世界共通の普遍的な目標である

SDGs は、本市の地球温暖化対策を進めていく上でも尊重すべき重要な目標です。さらに、温室

効果ガスの排出抑制を推進するだけでなく、SDGs の視点を踏まえた環境、経済、社会との統合

的向上を図ることが必要不可欠です。 

『新居浜市地球温暖化対策地域計画 第２次区域施策編』
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５-４ 家庭でできる取組と効果 

 

   

出典：全国地球温暖化防止活動推進センター 

 

 

家庭から排出される二酸化炭素は、エネルギー種別では電気からが全体の46.7％と最も多く、車

用のガソリンから（24.3％）がそれに続いています。 

本計画の削減目標達成のためには、市民の皆さん一人ひとりが毎日の生活の中で省エネ活動をコ

ツコツと継続することが重要です。 

 

次にご紹介する省エネ活動をチェック☑して、まずはできることからチャレンジし、地球にやさ

しい暮らしを目指しましょう。 

 

取組 年間削減金額 CO2 削減量 

   

照明器具 

□ 省エネ型に交換する 

 白熱電球→電球形蛍光ランプに交換 2，270 円 ４７．９ｋｇ 

 白熱電球→電球形 LED ランプに交換 2，410 円 ５０．８ｋｇ 

□ 小まめに消灯し、点灯時間を１日１時間短くする   

 白熱電球 ５３０円 １１．２ｋｇ 

 蛍光ランプ １３０円 ２．８ｋｇ 

 電球形 LED ９０円 １．９ｋｇ 

市民の皆さんの取組でこれだけの二酸化炭素を減らせます!! 

『新居浜市地球温暖化対策地域計画 第２次区域施策編』

8



42 

 

エアコン   

□ 室温の目安を冷房時２８℃、暖房時２０℃に設定する 

 冷房時 ※２７℃⇒２８℃の場合 ８２０円 １７．２ｋｇ 

 暖房時 ※２１℃⇒２０℃の場合 １，４３０円 ３０．３ｋｇ 

□ 使用時間を１日１時間減らす   

 冷房時 ５１０円 １０．７ｋｇ 

 暖房時 １，１００円 ２３．２ｋｇ 

□ フィルターをこまめに清掃（月１～２回）する ８６０円 １８．２ｋｇ 

    

石油ファンヒーター 

□ 室温の目安を２０℃に設定する ※２１℃⇒２０℃の場合 １，０２０円 ２５．４ｋｇ 

□ 使用時間を１日１時間減らす １，７００円 ４１．８ｋｇ 

    

電気カーペット 

□ 設定温度を低め（「強」⇒「中」）に設定する ５，０２０円 １０６．０ｋｇ 

□ 必要なだけの大きさを選ぶ  ※３畳用と２畳用の比較 ２，４３０円 ５１．２ｋｇ 

    

電気こたつ 

□ 設定温度を低め（「強」⇒「中」）に設定する １，３２０円 ２７．９ｋｇ 

    

テレビ 

□ 見ていない時には消す ※液晶テレビの場合 ４５０円 ９．６ｋｇ 

□ 明るすぎないように画面を設定する ※同上の場合 ７３０円 １５．４ｋｇ 

    

パソコン 

□ 使わない時には、電源を切って、使用時間を１日１時間短くする 

 デスクトップ型の場合 ８５０円 １８．０ｋｇ 

 ノート型の場合 １５０円 ３．１ｋｇ 

    

電気冷蔵庫 

□ 中にものを詰め込みすぎないよう（半分程度）にする １，１８０円 ２５．０ｋｇ 

□ 無駄な開閉をなくす ２８０円 ５．９ｋｇ 

□ 開けている時間を短くする ※２０秒⇒１０秒 １６０円 ３．５ｋｇ 

□ 設定温度を適切（「強」⇒「中」）にする １，６７０円 ３５．２ｋｇ 

□ 壁から適切な間隔を取って設置する １，２２０円 ２５．７ｋｇ 

   

『新居浜市地球温暖化対策地域計画 第２次区域施策編』
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取組 年間削減金額 CO2 削減量 

   

ジャー炊飯器 

□ 適量のご飯を炊いて長時間保温せず、使わない時はプラ

グを抜く 

 

１，２４０円 

 

２６．１ｋｇ 

    

電気ポット 

□ 長時間の保温をせず、使わない時はプラグを抜いて、必要

な時に再沸騰で使用する 

  

２，９００円 

 

６１．３ｋｇ 

    

食器洗い乾燥機 

□ 手洗いから食器洗い乾燥機に替える ８，１４０円  

    

温水洗浄便座 

□ 使わない時は便座のフタを閉める ９４０円 １９．９ｋｇ 

□ 便座・洗浄水の設定温度を低め（「中」⇒「弱」）に設定する 

 便座暖房 ７１０円 １５．０ｋｇ 

 洗浄水 ３７０円 ７．９ｋｇ 

    

洗濯機 

□ 洗濯物を少量でなくまとめ洗いする １６０円  

※水道代は年間削減金額３，８２０円、電気代と合わせると ３，９８０円  

   

掃除機 

□ 部屋を片付けてから掃除機をかけ、使用時間を短縮する １５０円 ３．１ｋｇ 

    

自動車 

□ ふんわりアクセル「e スタート」（最初５秒で時速２０km

目安）で発進する 
１３，０４０円 １９４．０ｋｇ 

□ 加減速の少ない運転を心がける ４，５７０円 ６８．０ｋｇ 

□ 早めのアクセルオフを心がける ２，８２０円 ４２．０ｋｇ 

□ アイドリングストップを心がける ２，７００円 ４０．２ｋｇ 

 

  

出典（P41～P43）：資源エネルギー庁「家庭の省エネ徹底ガイド春夏秋冬 2017」 
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５-５ 事業者ができる取組と効果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業活動における「地球温暖化対策」と聞くと、照明や空調、生産設備などの機器更新がまず

思い浮かび、費用がかかるものだというイメージがあるかもしれません。しかし、普段の事業活

動の中でできる取組もたくさんあり、その取組による省エネルギー化からコストの削減にもつな

がるというメリットもあります。本計画の削減目標達成のためには、市民の皆さん一人ひとりの

省エネ活動に加え、事業者の皆さんの事業活動における地球温暖化対策への取組が必要不可欠で

す。 

次にご紹介する、ある事業者の参考実例をチェック☑して、まずはできることから始め、地球

にやさしい事業活動を目指しましょう。 

 

  

事業者の皆さんの取組でこれだけの二酸化炭素を減らせます!! 
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□ 電力の購入先を大手電力会社から新電力に切り替える 

→年間の電気代が２割程度削減 

□ 製造機器の運用改善と高効率設備への入れ替え 

→年間１５０万円近いエネルギーコスト削減 

□ ２４時間体制での製造において、デマンド管理と設備更新 

→年間１２５万円近いエネルギーコスト削減 

ＬＥＤ照明導入では国からの補助金も取得 

 

 

・ＬＥＤ照明導入による社内美化 

・ＬＥＤ照明導入による生産性向上 
  

 

・製品不良がなくなった 

・夜勤がなくなり労働環境が改善 
 

□ 灯油をＬＰガスに変える 

→燃焼効率が１５％アップ 

□ 照明をＬＥＤに変える 

  →Ａ社 電力量が１５％削減 →B 社 年間の電気代が２～３割削減 

□ パソコンのスリープモード設定、離席時のモニター電源ＯＦＦを徹底 

→年間２０万円以上削減 

□ 室外機に打ち水をする 

→夏場の電力消費量を４５％削減 

 

 

・雑誌や講演会に多く取り上げられ、商

売に繋がった 

・省エネ意識が向上したという意見が

あった 

 
 

 

・安全、安心の職場環境の実現を図ること

ができた 

・たくさんの来客者、見学者が増え、本業の

建築の受注が増えた 

・ECO 検定取得も進んだ 
 

製造業の皆さんが実践できる取組事例 

オフィス・事務所の皆さんが実践できる取組事例 

生まれた副次的メリット 

生まれた副次的メリット 
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□ 店内照明をＬＥＤに変える 

→年間の電気代が３００万円削減 

□ 暖房用温水ボイラーの空気比を調整 

→年間の燃料代が１５万円以上削減 

□ 冷凍冷蔵ショーケースに、営業時間以外はナイトカバーを設置 

→年間の電気代が２割程度削減 

□ 補助金を利用して「エネルギーの見える化」のための機器を導入 

→約３０％の省エネ、節電効果 

 
 

・売上が２０％伸びた 

・環境問題に取り組む企業として、企業価値が上がった 

・統一感が出て活気ある店舗づくりの第一歩となった 
  

□ 高効率冷蔵庫やＬＥＤ照明の導入 

→年間の電気代が１００万円削減 

□ 冷蔵庫を高効率型に買い替える 

→従来の冷蔵庫の５０％以上の省エネ率 

□ 空調設定温度を夏は１度上げ、冬は１度下げる 

→年間１４％の電気代削減 

□ 手洗いから食器洗浄機に変える 

→人件費、水道代、電気代、ガス代、洗剤代を大きく削減 

 

 

・メンテナンスの手間が軽減 

・バリアフリー対応の店舗にすることがで

きた 
 

 

・従業員の残業時間が減り、労働環境の改

善に繋がった 
 

小売業の皆さんが実践できる取組事例 

飲食業の皆さんが実践できる取組事例 

生まれた副次的メリット 

生まれた副次的メリット 

出典（P45～P46）：資源エネルギー庁省エネポータルサイト 
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第６章 推進体制と進行管理 

６-１ 推進体制 

計画の推進・進行管理は、上位計画である「にいはま環境プラン」の推進体制や進行管理方法

との整合に留意します。 

両計画を、ともに本市の環境行政に関する指針として一体的に推進、進行管理を行うことによ

り、全庁的に着実な推進、中⾧期にわたる円滑な進行管理に努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）地域における推進体制 ～新居浜市地球高温化対策地域協議会～ 

市民、事業者、行政の各主体のパートナーシップによる地球温暖化対策の推進母体として、

本市における地球温暖化対策推進法に基づく地球温暖化対策地域協議会である「新居浜市地

球高温化対策地域協議会」と連携、協働し、同協議会の活動を通じて効果的に計画を推進し

ます。 

（２）庁内における推進体制 ～新居浜市環境推進委員会～ 

本計画に掲げる施策は、環境保全課のみならず、都市計画課、危機管理課、農林水産課、

産業振興課、運輸観光課、教育委員会など、本市の行政分野の多岐にわたります。そのため、

こうした関係部局の庁内における横断的な連携と調整･合意形成を図る場として設置してい

る｢新居浜市環境推進委員会｣において、各部局の地球温暖化対策や環境保全に関連する計画

や事業、施策との連携の確保、進捗状況の点検などを行います。 

 

 

協力・意見 

協働 

【市民・事業者】 

新居浜市地球高温化対策地域協議会 

 市民･事業者･行政の各主体のパート

ナーシップによる地球温暖化対策の

推進母体 

 地球温暖化対策の実践 

 市が行う環境施策への協力 

【庁内】 

新居浜市環境推進委員会 

 横断的な連携と調整･合意形成を図る 

 地球温暖化対策や環境保全に関連する

計画や事業･施策との連携の確保、進捗

状況の点検 

庁内各課 

 施策の実施・推進 

 事務事業における率先実行 

市 長 新居浜市環境審議会 

 専門的・客観的視点からの進捗状況の 

点検・評価結果に対する意見・提言 
答申・提言 

諮問・報告 

『新居浜市地球温暖化対策地域計画 第２次区域施策編』
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Do（実施） 
計画の推進 

Check（点検） 
計画の進捗状況の総括 
目標達成状況の点検・評価 

Action（見直し） 
改善方策の検討 
必要に応じた計画の見直し 

Plan（計画） 
計画の策定 
計画目標の設定 

 

C 

D 

Ｐ 

A 

計画全体の推進の 
ＰＤＣＡサイクル 
（計画期間内） 

毎年度の 

取組推進の 

ＰＤＣＡサイクル 

（３）愛媛県、周辺自治体との連携･協力 

本計画を推進するにあたり、交通対策や森林吸収源対策など、広域的視点からの取組が有

効な対策については、愛媛県や周辺自治体と連携、協力して行います。 

（４）地球温暖化防止活動推進員、愛媛県地球温暖化防止活動推進センターとの連携･協力 

市は、地球温暖化対策推進法に基づいて任命されている地球温暖化防止活動推進員*や、

県内の推進拠点となる愛媛県地球温暖化防止活動推進センター*と連携し、各主体への普及

啓発や地球温暖化対策に関する相談、助言、人材育成、調査研究等を推進します。 

 

６-２ 進行管理 

全庁に役割が及ぶ本計画を着実に進行管理するため、計画に掲げる施策の実施にあたっては、本

市独自の環境マネジメントシステムNi-EMS（ニームス）のPDCAサイクルの考え方を多層的に運

用し、継続的な改善を図りながら推進します。 
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（１）温室効果ガス排出量の算定･公表 

計画で掲げる削減目標の達成状況や施策、取組の効果を評価するため、市域から排出され

る温室効果ガス排出量を毎年度算定し、公表します。 

算定手法は、本計画策定時に用いた手法を原則としますが、最新知見に基づき、より精度

向上や進行管理の実効性向上が期待できる手法を取り入れる際は、現手法による算定結果と

の整合性を精査しつつ、適宜、導入を検討します。 

（２）取組状況の評価･公表 

毎年度、計画の取組状況を評価し、その結果を「新居浜市環境審議会」に報告するととも

に、年次報告書として「にいはまの環境報告書」を作成し、市ホームページや市政だよりな

どを通じて広く市民に対して公表します。 

（３）計画の見直し 

本市を取り巻く環境や社会の状況の変化等に応じて、市民等の意見を反映させながら、施

策や目標などの見直しを行います。また、国の動向や対策技術の開発･普及などを踏まえ、５

年を目処に計画の見直しを行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●新居浜の四季 

～新居浜の美しく豊かな自然環境を次の世代に引き継ぐために～ 
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③ 今後の取組について 

・  新居浜港においてカ ーボン ニュ ート ラ ルポート を 形成する こ と で産業部

門の脱炭素化を目指し ている。  

・  環境省の重点対策加速化事業を 活用し 、 公共施設や中小企業における太

陽光発電設備の導入を 目指し ている。  

・  Ｚ Ｅ Ｂ 部会を設置し 、 公共施設のＺ Ｅ Ｂ 化を目指し ている。  

・  Ｅ Ｖ（ 電気自動車） 部会を 設置し 、 公用車へのＥ Ｖ 導入を目指し ている。  

・  Ｅ Ｓ Ｃ Ｏ 事業を活用し 、 道路照明等のＬ Ｅ Ｄ 化を目指し ている。  

 
ZEBと は … Net  Zer o Ener gy Bui l di ng（ ネッ ト ・ ゼロ ・ エネルギー・ ビ ル） の略称。

快適な室内環境を 実現し ながら 、 建物で消費する年間の一次エネルギーの
収支を ゼロにする こ と を 目指し た建物のこ と 。 省エネによ っ て使う エネル
ギーを へら し 、 創エネによっ て使う 分のエネルギーを つく るこ と で、 エネ
ルギー消費量を 正味（ ネッ ト ） でゼロにするこ と ができ る。  

 
ESCO事業と は … 省エネルギー改修にかかる 全ての経費を 光熱水費の削減分で賄う 事業。 

 

３  所感 

 

新居浜市地球温暖化対策地域計画（ 第２ 次区域施策編） は、家庭や事業所で

でき る取り 組みを、 エネルギー庁のデータ を利用し ながら 分かり やすく 列挙

する など、 環境に配慮し た生活を希求する市民ニーズを 満たそう と する情報

発信に工夫がみら れ、 また、 新居浜港においてカ ーボンニュ ート ラ ルポート

を形成する にあたっ て、 市の港湾課が主導する 形で、 事業者と と も に協議体

を形成し 、事業を推進するなどリ ーダーシッ プを発揮し ている様子がみら れ、

範と すべき と こ ろ を感じ た。  

 

地球温暖化対策の推進に関する法律に基づき 、 平成１ ８ 年から 、 温室効果

ガスを多量に排出する者（ 特定排出者） に、 自ら の温室効果ガスの排出量を

算定し 、 国に報告するこ と が義務付けら れた。  

電気の使用に伴う 二酸化炭素排出量の算定については、 電気事業者ごと の

排出係数を 用いて算定を 行う ため、 市内の温室効果ガス排出量の増減の大部

分は電気事業者の排出係数の増減に依存する。  

 東日本震災後の原子力発電稼働停止に伴う 電力事業者の排出係数悪化が温

室効果ガス排出量に大きな影響を与えている。  

市内における温室効果ガスの削減の主原因が電気事業者の排出係数の低下

であるこ と を鑑みる と 、 排出量削減を目標と し て掲げるこ と に加えて、 消費

電力量を 業績評価指標と し て設定するこ と も 事業成果を 正確に把握するため

には重要であると 感じ た。  
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○新居浜市での視察の様子 
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高知県梼原町 

 

日 時：  令和５ 年２ 月８ 日（ 水）  

     午前１ ０ 時０ ０ 分～正午 

場 所：  ・ 梼原町役場 

   ・ 木質ペレッ ト 工場、 小水力発電所 施設見学 

出席者：  梼原町議会 議長 市川 岩亀 様 

   梼原町 環境整備課 副課長 石川 様 

 

１  梼原町の概要 

 

 高知県の中西部に位置し 、 日本三大カ ルスト のひと つである四国カ ルスト

に抱かれた、 総面積の９ １ ％を森林が占める自然豊かな町である。  

 標高は、 北部四国カ ルスト の１ ， ４ ５ ５ ｍから 、 南部の２ ２ ０ ｍと 大き な

高低差があり 、 町を 二分するよ う に南流する清流四万十川の源流域にある 。

（ 市街地標高４ １ ０ ｍ）  

 気象条件は、 年平均気温１ ３ ． ４ ℃、 年平均降水量２ ， ６ ３ ０ mmと 比較的

温暖多雨地域であるが、 冬季には積雪も ある。  

 また、 町の施策については、 振興計画の地域ビジョ ン達成の柱と なる６ つ

の社会像の実現を目指し 、 共生と 循環の思想と 絆を 基本理念と し て取り 組ん

でいる。  

 主要産業は、 地域特性を 活かし た雨除けハウスと 、 豊富にある森林資源を

活かし た第１ 次産業と なっ ている。  

 

・ 人 口： 3, 307 人（ 81, 059 人）  

・ 面 積： 236. 45km2（ 318. 78km2）  

・ 一般会計： 63 億 6, 700 万円（ 360 億 6, 000 万円）  

・ 議員定数： 8 人（ 22 人）  

 （   ） 内は君津市 

 

２  調査事項について 

 「 脱炭素先行地域選定までの取組及び計画実現に向けての取組について」  

 

（ １ ） 環境への取組 

 

 梼原町では、 森、 水、 風、光などの自然やそれら が持つエネルギーを無駄な

く 使いながら 自然エネルギーによるまちづく り を進めている。  

 また、 次世代へよ り 良い環境の引き 継ぐ 社会につながる脱炭素社会の実現

に向け、 再生可能エネルギーの利活用を 推進するため、 その計画及び事業の

実施に関し 必要な調査、研究、審議を行う ため、令和３ 年５ 月に、住民代表、
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町内電気事業者、 再エネ有識者・ 企業、 行政機関から 構成さ れた梼原町再生

可能エネルギー推進協議会を 発足さ せた。  

 

① 風を利用し た取組 

国内でも 屈指の風況を誇る四国カ ルスト で、２ 基の風車が環境への取り

組みの原資を 産み続けている。  

 

 ○ 風力発電所の概況 

・ 発電能力： ６ ０ ０ kW×２ 基＝１ ， ２ ０ ０ kW 

・ 総発電量： ５ ７ ， ７ ３ ７ MWh 

・ 利用率： ２ ４ ． ３ ％ 

・ 運転期間： 平成１ １ 年１ １ 月１ １ 日～令和４ 年６ 月５ 日（ 現在建替中）  

・ 連携協定に基づく 梼原町産再エネ環境価値創造実証事業 

  梼原町産再エネ電気の地産地消 

  環境価値の向上（ 再エネ電気が欲し い需要家へ売電）  

  梼原町営風力発電所の再生可能エネルギーを ゆすはら 雲の上の

図書館に供給し ている。  

 

② 光を利用し た取組 

風力発電から 得た資金を 活用し 、 太陽光発電などの機器の普及に取り 組

んでいる。  

 

 ○ 太陽光発電施設 

・ 公共施設 … 設置数３ ３ 施設 

    発電出力＝合計５ ３ ５ ． ９ ０ kW 

・ 一般家庭 … 設置戸数１ ７ ０ 戸（ ９ 軒に１ 軒の割合）  

  発電出力＝約７ ３ ９ kW 

 

③ 水を利用し た取組 

清流四万十川の源流域のまちと し て、森が育んだ水によっ てエネルギー

をつく る（ 小推力発電） と と も に、 川を汚さ ないよう 廃食用油の熱料利用

に取り 組んでいる。  

 

○ 落差を活かし た小水力発電所 

・ 運転（ 売電） 開始日： 平成２ １ 年４ 月６ 日 

・ 発電出力： ５ ３ kW   

・ 最大１ 秒間に１ ． ２ ㎥を 取水し 、 有効落差約６ ｍを得て、 最大出力 

５ ３ kWを発電。  

・ 発生し た電気は、昼間は小中一貫教育校「 梼原学園」 の施設に供給し 、

夜間は町中の LED街路灯（ ８ ２ 基） に供給し ている。               
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・ 年間発電量は、 平均（ 過去５ 年間） ２ ６ ４ MWh で、 一般家庭の約７ ０

世帯に相当する。   

 

④ 森を利用し た取組 

環境に配慮し 適切に管理さ れた森林を活用し 、 資源の循環利用を行っ て

いる。  

 

○ 木質バイ オマス地域循環利用プロジャ ク ト  

・ 地域資源を活かし た「 木質ペレッ ト 」 の生産・ 利用による事業や、 企業

の協働による森林づく り に取り 組む。  

・ 木質ペレッ ト と は 

  間伐作業等で発生し た未利用材（ 端材） を 細かく 砕き 、 高温、 高圧

で固めた固形燃料 

  直径６ ～８ ㎜、 長さ ２ ０ ｍｍ程度が一般的 

  木に含まれるリ グニンが成型時の高温度で解けて、冷却時に固まる

ので接着剤は不要（ 木のみで成形）。  

  チッ プと 比較し て、 輸送・ 保管性、 品質安定性、 着火性、 燃焼制御

性等に優れる。  

 

○ ゆすはら ペレッ ト 工場の概要 

・ 創業開始日 平成２ ０ 年４ 月４ 日 

・ 工場棟   木造２ ６ ０ ㎡、 屋根ポート １ ０ ０ ㎡ 

・ 製品倉庫  木造２ ０ ０ ㎡ 

・ 事務所   木造１ ２ ㎡ 

・ 機械整備  おが粉製造機・ 乾燥機・ 成形機 

・ 生産能力  １ ｔ /時間、 １ ， ７ ０ ０ ｔ /年 

・ 原料使用料 ３ ， ９ ０ ０ ｔ /年 

・ 販売実績  Ｒ １ 年・ １ ， ３ ３ ４ ｔ 、 Ｒ ２ 年・ １ ， ３ ５ ４ ｔ 、  

     Ｒ ３ 年・ １ ， ４ ６ ６ ｔ  

 

※参考データ （ 令和５ 年２ 月８ 日時）  

【 原木】           【 木質ペレッ ト 】          

短 60 ㎝ ―キロ 2, 200 円  1 袋―650 キロ /19, 800 円（ 税別）  

中 1. 5/3ｍ―キロ 4, 000 円  1 袋―10 キロ（ ペレッ ト スト ーブおおよそ 1 家庭 3 日分）  

長 3ｍ以上―キロ 5, 800 円  1 キロ/35 円 

 

○ ゆすはら ペレッ ト ( 株) の概要 

・ 設立  平成１ ９ 年５ 月（ 操業開始： 平成２ ０ 年４ 月）  

・ 事業内容 木質ペレ ッ ト 製造、 販売 

・ 資本金 １ ， ０ ０ ０ 万円（ 第３ セク タ ー）  
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・ 株主、 出資比率（ 役割）  

  梼原町： ５ １ ％（ 施策支援＝工場・ 原木調達支援、 冷暖房機器導入等）  

  矢先総業： ３ ５ ％（ 製造技術支援、 ペレッ ト 販売、 機器販売機等）  

  梼原町森林組合： １ ０ ％（ 原木調達、 工場運営、 経理等）  

  その他事業者： ４ ％（ Ｊ Ａ 、 商工会他６ ）  

・ 体制 運営母体は森林組合で、 従業員２ 名を専任化 

庶務、 売上処理等の管理は森林組合に業務委託 

 

（ ２ ） 課題 

 

・ 町内の公共施設・ 住民の太陽光発電設備の老朽化 

・ 固定価格買取制度（ Ｆ Ｉ Ｔ 制度） の期限が終了 

  → 設備の維持及び再エネの取組みが困難 

・ 電力系統線の末端に位置する本町では系統線の空き容量が不足 

 → 新たな再エネ設備の設置も 厳し い状況 

・ 最も 大き な課題は「 人口減少・ 少子化に伴う 過疎化」  

 → 町民の約９ ０ ％が地域で暮ら し 続けるこ と を希望し ている 

・ 住民生活の基盤を守り 、 持続可能な地域をつく るこ と が重要 

 

※こ れまでの取組みを 継続拡大し 、梼原産再エネを活用し て、エネルギー

や経済の循環、 防災や住民の暮ら し の質の向上を 図り つつ脱炭素社会

の実現を目指し ている。  

 

（ ３ ） 脱炭素化に関する取組 

 

① 送電網の空き 容量不足から 高圧の再エネ発電設備の系統連系が現時点

では不可能なため、 地元の四国電力会社と も 協議し 、 雲の上の施設に導

入する木質バイ オマス発電の電力（ ３ ３ ０ ｋ Ｗ） を自営線により 対象施

設に供給し 地域マク ログリ ッ ド を構築（ 全長約７ ｋ ｍの自営線・ 街路灯） 

② 設立する地域エネルギー公社を通じ て、 卒Ｆ Ｉ Ｔ 太陽光発電、 木質バイ

オマス発電の余剰電力、 既存のＦ Ｉ Ｔ 再エネや四国電力所有の水力発電

等の電力を環境価値をつけて再エネ電力メ ニュ ーと し て供給 

③ 建物屋根等へ新規に太陽光発電（ １ ９ ０ ｋ Ｗ） の導入と 自家消費を 推進 

④ 対象施設に再エネ電気を供給し 、 電力消費に伴う Ｃ Ｏ ２ 排出実質ゼロの

実現 

⑤ 雲の上のプール・ 温泉施設に対し 、 木質バイ オマス発電から 排熱を 供給 

 

（ ４ ） 脱炭素の取組により 期待さ れる効果 

 

① 地域エネルギー公社設立や地域マイ ク ロ グリ ッ ド の構築によ る 新電力
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事業や送配電網の管理・ メ ンテナンス等の新たな雇用の創出や防災力の

強化 

② 木質バイ オマスの活用によ る 計画的な森林設備や、 森林の多面的機能

（ 土砂災害防止、 快適環境形成機能、 文化機能等） による住民の暮ら し

の質の向上、 農林業の活性化によ る 従事者の育成や新たな事業者の参

入・ 地域の雇用の増加 

 

３  所感 

 

平成２ １ 年に国から 「 環境モデル都市」 と し て認定さ れた梼原町。  

森・ 水・ 風・ 光などの自然エネルギーを活かし た生き 物にやさ し い町づく り 、

また２ ０ ５ ０ 年までには温室効果ガス排出７ ０ ％減と 吸収量の４ ．３ 倍増（ １

９ ９ ０ 年比）、 地域資源利用によるエネルギー自給率１ ０ ０ ％超を目標と し た

様々な取り 組みをし ている。  

環境、 経済、 社会の地域課題、 特に電力系統線の空き容量不足などの問題が

あるなか、 地元電力会社と 協議し 、 自治体みずから 自営線・ 街路灯を７ ｋ ｍも

の長距離間を設備すると いう 大プロジェ ク ト を完工さ せた。  

梼原町の導入し ている自然エネルギーのなかで、最も コ スト パフ ォ ーマンス

が良い事業は売電収入を上げ地産地消で賄う 風力発電である。  

また、小水力発電では年間（ 水量の少ない１ １ 月から ５ 月の半年間は稼働な

し ） の水力発電売電収入がおおよそ７ ０ ０ 万円、年間維持管理費が約２ ０ ０ 万

円と 、 約５ ０ ０ 万円も の利益がでている。  

平成２ ０ 年６ 月２ ０ 日から 約３ ０ 年間使用さ れる水力発電（ 梼原町小水力発

電所） は、 総工費２ 億円（ ２ 分の１ が補助金）、 おおよそ５ ， ０ ０ ０ 万円の利

益を出す試算と なっ ている。  

さ ら に、 木質ペレッ ト 工場では原木１ ｔ /平均単価キロ４ ， ５ ０ ０ 円、 １ 年

間の原木総量は平均４ ， ４ ０ ０ ｔ と なり 、 令和４ 年度の原木総量は５ ， ６ ０ ０

ｔ 、 原木の売上だけでも ２ ， ５ ０ ０ 万円程と なっ ている。  

まさ し く 官民一体と なり 、地域住民の理解も 得ながら 取り 組んだ、最適かつ

最良なカ ーボンニュ ート ラ ルに向けた先進事例の一環かと 思う 。  

本市への参考と はなるが、規模的に大変大き な事業であるため、まだまだハ

ード ルは高いかと 思われる。  
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○梼原町での視察の様子 
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○ゆすはら ペレッ ト 工場 
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○梼原町 小水力発電所 

 

 

小水力発電所 水車 

 

 

26


